
大阪府事業承継ネットワークの
取組みについて



◆大阪府事業承継ネットワークの構築
◎参加機関数：126団体（Ｒ2.7.末時点）
【内訳：商工会・商工会議所等(37) 、地方自治体(44) 、中小企業団体中央会(1) 、金融機関等(25) 、専門家団体(9) 、中小企業支援機関等(7) 、 国関係機関(3)】

◆大阪府事業承継ネットワーク推進会議の開催
◎開催状況 第1回推進会議〔R1.8.8 場所：マイドームおおさか 出席76団体、110名〕

第2回推進会議（金融機関分科会）〔R1.12.19 場所：大阪合同庁舎 金融機関等：16団体、23名〕

１．大阪府事業承継ネットワークにおける支援の流れ

【承継コーディネーターの役割】
事業全体の統括責任者として、事業方針の策定、進捗管理、広報、各種調整、個別支援の検討などを行う。
企業支援統括と事業調整統括の2名の承継コーディネーターを配置し、ブロックコーディネーター等からの支援案件に対応する。

地域ブロックコーディネーターの配置：府内7ブロック(大阪市内を除く)
・商工会・商工会連合会、商工会議所を核とした取り組みによる支援

組合ブロックコーディネータの配置
・大阪府中小企業団体中央会を通じた組合・組合員支援

【大阪府ベンチャー型事業承継プロジェクト】
・アトツギの掘り起こし、ベンチャー型事業承継の
取組みや考え方を府内に浸透。
・セミナー、アイデアソン、ピッチイベント等の実施

【ブロックコーディネーターによる支援】

【事業者向けセミナーの開催・講師派遣等】
・事業者向け事業承継セミナーの開催
・構成団体が実施するセミナー等への共催、講師派遣等

【専門家派遣】
・事業者からの支援ニーズに対して、承継CO等と支援方針について検討し、
専門家リストからチームを組成し派遣。
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【主な活動内容】
◎参加機関による事業承継診断、事業承継計画策定の実施・促進(KPI：診断11,899件 計画1,215件 実績：診断16,510件 計画1,413件)
◎事業承継診断を実施する経営指導員向け研修会、金融機関、士業・専門家等向け説明会
◎広報・啓発活動等
・「大阪府事業承継支援ポータルサイト( https://www.obda.or.jp/jigyo/syoukei.html/)」の構築・運営

・自治体、商工会・商工会議所等の会報、組合の広報誌等やメルマガ等を活用した広報
・事業承継の案内・相談・セミナー等周知のチラシの作成、配布
・支援機関向け「事業承継ハンドブック」の作成、配布
◎経営者保証解除支援(令和2年度KPI：経営者保証解除相談申込849件)

円 滑 な 事 業 承 継 の 支 援

【経営者保証コーディネーターによる支援】

・経営者保証に関するガイドラインに基づいた、中小企業と金融機関の目線合わせを支援。円滑な事業承継の促進を図る

https://www.obda.or.jp/jigyo/syoukei.html


２．大阪府事業承継ネットワーク 構成団体一覧

◎金融機関等（25機関）
みずほ銀行
三菱ＵＦＪ銀行
三井住友銀行
りそな銀行
関西みらい銀行
池田泉州銀行
南都銀行
紀陽銀行
商工組合中央金庫
徳島大正銀行
大阪信用金庫
大阪厚生信用金庫
大阪シティ信用金庫
大阪商工信用金庫
永和信用金庫
北おおさか信用金庫
枚方信用金庫
播州信用金庫
尼崎信用金庫
大阪府信用金庫協会
のぞみ信用組合
大阪信用保証協会
日本政策金融公庫 大阪支店
東京海上日動火災保険株式会社
大阪中小企業投資育成株式会社

◎商工会・商工会議所等（37団体）
◎地方自治体（大阪府及び43市町村）
◎大阪府中小企業団体中央会
◎専門家団体（9団体）

大阪弁護士会
大阪司法書士会
大阪府行政書士会
一般社団法人大阪府中小企業診断協会
一般社団法人大阪中小企業診断士会
日本公認会計士協会 近畿会
近畿税理士会
日本弁理士会 近畿支部
大阪府社会保険労務士会

◎中小企業支援機関等（７機関）
公益財団法人堺市産業振興センター
株式会社さかい新事業創造センター
大阪府事業引継ぎ支援センター
大阪府中小企業再生支援協議会
大阪府よろず支援拠点
公益財団法人産業雇用安定センター 大阪事務所
一般社団法人大阪府異業種連携協議会

◎国関係機関（3機関）
近畿経済産業局
近畿財務局
独立行政法人中小企業基盤整備機構

126機関（Ｒ2.7.末時点）
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３．令和元年度実績

実績 16,510件 KPI 11,899件（達成率 139％）
内訳：商工会・商工会議所 1,218件 金融機関 14,204件 事業承継NW事務局 190件 その他 898件

事業承継診断
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実績 52社に対し 96回 目標 75回

専門家派遣

事業者向けセミナー等 開催回数67回 参加者数1,823名
支援者向けセミナー等 開催回数 5回 参加者数 302名

ＮＷ参画機関との連携によるセミナー等

第１回 令和元年8月8日 場所：マイドームおおさか 76団体 110名
第２回 令和元年12月19日（金融機関分科会） 場所：大阪合同庁舎 金融機関等16団体 23名

ネットワーク推進会議

実績 1,413件 KPI 1,215件（達成率 116％）
内訳：商工会・商工会議所 61件 金融機関 944件 事業承継NW事務局 132件 その他 276件

事業承継計画の策定



４．令和２年度計画

KPI 11,899件（全国 168,000件の約7%に相当）

事業承継診断
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目標 75回

専門家派遣

チラシ折込み（商工会・商工会議所等会報、日経新聞など）
広告等（構成団体等の機関紙への掲載）
WEBページの改修

広報計画

KPI 849件（全国 12,000件）※経営者保証解除相談申込件数
経営者保証解除に係る専門家派遣件数 270件

経営者保証解除

KPI 1,215件（全国 17,500件の約７%に相当）

事業承継計画の策定

７．経営者保証コーディ
ネーターについて

８．専門家派遣について

６．ブロックコーディ
ネーターについて



５．承継コーディネーターについて

企業支援統括 事業調整統括

氏名：橋本 豊嗣（ハシモト トヨジ）
資格・登録等：中小企業診断士

ＭＢА（経営学修士）

事業全体の統括責任者として、事業方針の策定、進捗管理、広報、各種調整、個別支援の検討などを行う。

大阪府では、企業支援統括と事業調整統括の2名の承継コーディネーターを配置する。

・大阪府事業承継ネットワーク構成団体や地域の
支援機関等と調整し、円滑な事業支援体制の
構築を目指す。

・事業承継診断の結果等から得られた支援ニーズ
の把握・課題分析を行い、個者への支援方策を
検討、支援を実施。

氏名：東海 秀明（トウカイ ヒデアキ）
資格・登録等：中小企業診断士
(経営者保証コーディネーター兼任)
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６．ブロックコーディネーターについて

＜主な活動内容＞
○事業承継診断、事業承継計画策定に関すること
地域・組合における事業承継診断のサポート
事業承継診断の実施により得られた課題を分析、承継ＣＯ等との連携の下、適切な支援策の検討を実施

○事業者からの相談対応及び適切な支援機関へのつなぎ
訪問相談、商工会議所等への巡回相談、事業者向けセミナーや相談会などの実施・サポート
支援機関や事業者からの事業承継ニーズに対して適切に対応できるよう関係支援機関と調整

○個者支援の実施
個者支援策の検討、支援事例の共有、事業承継計画の策定
府の小規模事業経営支援事業と連携し、地域の事業者が有する課題を整理し、ニーズに応じた支援を実施
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名称 主な活動拠点 担当エリア 氏名 資格等

豊能地域BCO 豊中商工会議所 豊中市、池田市、箕面市、能勢町、豊能町 和田 浩孝 税理士、行政書士

三島地域BCO 吹田商工会議所 高槻市、茨木市、吹田市、摂津市、島本町 岩橋 亮 中小企業診断士

北河内地域BCO 北大阪商工会議所
枚方市、寝屋川市、交野市、守口市、門真
市、大東市、四條畷市

滝 亮史 税理士、中小企業診断士

中河内地域BCO 東大阪商工会議所 東大阪市、八尾市、松原市 椎原 秀雄 中小企業診断士、行政書士

南河内地域BCO
河内長野商工会
（商工会連合会）

柏原市、河内長野市、藤井寺市、富田林
市、河南町、太子町、千早赤阪村、羽曳野
市、大阪狭山市

葉田 勉 中小企業診断士、一級販売士

長元 耕司 中小企業診断士

泉北地域BCO 堺商工会議所 堺市、高石市、泉大津市、和泉市 今井 彰 中小企業診断士

泉南地域BCO 岸和田商工会議所
岸和田市、貝塚市、泉佐野市、忠岡町、熊
取町、田尻町、泉南市、阪南市、岬町

和田 貴美子 税理士、中小企業診断士

組合BCO 大阪府中小企業団体中央会 全域 柴田 将芳 中小企業診断士

BCO:ブロックコーディネーター



７．経営者保証コーディネーターについて

＜主な活動内容＞
○事業承継時の経営者保証解除支援
「事業承継時判断材料チェックシート」に基づき、経営者保証に関するガイドラインの充足状況を確認
その結果に基づき、専門家派遣による保証解除のための金融機関との目線合わせや、各支援機関との連携による経営者
保証解除に向けた経営の磨き上げの支援を実施
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経営者保証コーディネーター

稲谷 誠人

東海 秀明（承継コーディネーター兼任）

田中 光春

中島 正秀

井田 一裕

山本 博幸

経営者保証ガイドライン
①法人と経営者との関係の明確な区分・分離
②財務基盤の強化
③財務状況の正確な把握、情報開示等による経営
の透明性確保

以上3つの充足状況を経営者保証コーディネーターが確認

相談受付
経営者保証コー
ディネーターによ
る充足状況の確認

専門家派遣による
金融機関との目線

合わせ

充足

未充足 支援機関による企業の磨き上げ
経営者保証ガイドライン充足に向けたアドバイス

保証解除



◎専門家の要件
次のいずれかに該当し、中小・小規模事業者等の事業承継に関する課題を解決するために必要な専門的、実践的な知識等を有すること。

（１）当該分野において多岐にわたる課題に対応できる中小企業診断士、弁護士、司法書士、行政書士、弁理士、会計士、税理士、
社会保険労務士、その他の中小企業支援に有用な資格を有する方

（２）当該分野において、大学、短期大学または専門学校などで教授、准教授または講師の経験を有し、相応の実績を有すると認められるもの

構成
団体

事務局
承継
CO 専門家

構成団体からの
派遣依頼

承継COとの
事前打ち合わせ

事業者への派遣実施

構成
団体

事業者

・派遣計画書の策定
・専門家選定

・1回あたり4時間以上
・派遣回数３回まで

専門家

実績報告書の作成

事務局

・派遣計画書に基づく、派遣
内容について、１週間以内に、
事務局へ報告

事務局 専門家依頼

中小・小規模事業経営者等が抱える事業承継に関する課題に対して専門家を派遣し、適切なアドバイスを
行なうことにより、課題の解決を図り、円滑な事業承継への取組みを支援することを目的とする。

『「プッシュ型事業承継支援高度化事業」における専門家派遣事業に関する専門家登録要領』より）

◎上記、スキームに当てはまる場合は、本事業として3回まで派遣を実施。（予算の関係上、派遣回数に限りがあります。）
◎専門家派遣を実施するためには、仕様書に基づき、事業承継に関する専門的、実践的な知識を有する
専門家をまとめた「専門家リスト」の作成が必要。

◎現在、約50名の専門家が登録。
◎専門家登録は完了しても、必ずしも派遣依頼を確約するものではない。
◎「専門家リスト」は、WEBサイト等で公開。
（事業者が専門家に直接コンタクトを取ることも可能。ただし、個別に契約して頂くことになります。）

８．専門家派遣について
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令和元年度派遣実績
52社に対し96回



９．セミナー講師派遣について

事業承継セミナー等に、承継コーディネーターやブロックコーディネーターを講師として派遣します。

実施検討されている事業承継セミナーやワークショップなどに、コーディネーターを講師やファシリテーターと

して派遣することができます。併せて、参加者に対する個別相談会を開催可能です。

事業承継ネットワークを共催や協力のクレジットを入れて頂くことで、事務局ホームページのイベントリストへ

の掲載、ネットワーク内への情報提供など集客等運営についてもサポートをいたします。

実施の際には、「事業承継ヒアリングシート」による診断を実施してください。

例：商工会・商工会議所等が小規模事業経営支援事業費補助金を活用して実施する事業承継セミナー等
大阪府中小企業団体中央会を通じて、府内事業協同組合が実施する事業承継セミナー等
大阪府事業承継ネットワークへの参加団体（金融機関・士業団体）が主催する事業承継セミナー等

○スケジュールや予算の関係上、実施できない場合もあります。
詳しくは、事務局までお問い合わせください。

○事業承継セミナーなどを開催される場合は、積極的に連携させて頂きたい。
○開催情報も、周知・共有させて頂くので、情報提供をよろしくお願いします。
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令和元年度実績
事業者向けセミナー等：開催回数６７回 参加者数１，８２３名
支援者向けセミナー等：開催回数 ５回 参加者数 ３０２名


